償却資産　課税標準の特例申請書
　　年　　月　　日
（宛先）伊勢市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
（法人にあってはその名称
及び代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　次の償却資産は、課税標準の特例に該当するので、適用を申請します。

	資産種類
	資産の名称
	取得年月
	特例適用条項
	特例適用率

	
	
	
	地方税法第349条の3第　項
同法附則第15条第　項第　号
同法附則第64条
	分の

	
	
	
	地方税法第349条の3第　項
同法附則第15条第　項第　号
同法附則第64条
	分の

	
	
	
	地方税法第349条の3第　項
同法附則第15条第　項第　号
同法附則第64条
	分の

	
	
	
	地方税法第349条の3第　項
同法附則第15条第　項第　号
同法附則第64条
	分の

	
	
	
	地方税法第349条の3第　項
同法附則第15条第　項第　号
同法附則第64条
	分の

	
	
	
	地方税法第349条の3第　項
同法附則第15条第　項第　号
同法附則第64条
	  分の


　※別紙可　種類別明細書の該当ページのコピーを添付する場合は該当資産に印をつけること
（提出時の注意事項）
　特例対象資産がある場合、償却資産申告書と一緒にご提出ください。
　上記資産が特例該当となることが確認できる書類（法令に添付が義務づけられたものが
あればその書類）を添付してください。
　
●主な添付書類のチェックリスト　特例対象資産を初めて申告する際に添付してください。
□　中小企業等経営強化法（旧生産性向上特別措置法）による特例
　□　先端設備等導入計画の申請書の写し
　□　先端設備等導入計画の認定書の写し
　□　先端設備等導入計画に関する事前確認書の写し(認定経営革新等支援機関発行)
　　（令和5年4月1日から令和7年3月31日までの取得）
　□　先端設備等に係る投資計画に関する確認書の写し(認定経営革新等支援機関発行)
（令和5年4月1日から令和7年3月31日までの取得）
□　従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面（賃上げ表明をした場合）
　□　工業会の証明の写し（令和5年3月31日までの取得）
　□　固定資産税軽減計算書の写し（リース会社が償却資産を申告・納税する場合）
　□　リース契約（見積）書の写し（リース会社が償却資産を申告・納税する場合）
□　企業主導型保育事業に係る特例
　□　子ども・子育て支援法に基づく補助を受けたことを証する書類の写し
□　事業所内保育事業等に係る特例
　□　（認可施設の場合）　事業の認可を受けたことを証する書類の写し
　□　（未認可施設の場合）地方公共団体に提出した届出書の写し
□　自家消費型太陽光発電設備（平成28年4月1日以降）
　□　再生可能エネルギー事業者支援事業費に係る補助金交付決定通知書の写し
□　その他の特例
　□　官公庁の許可書や受理書、提出書類の写し
　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※　大気汚染防止法、水質汚濁防止法、産業廃棄物処理施設、下水道除害施設等による特例の場合、特例対象資産であることがわかる仕様書と、特定設備の設置届出書または受理書の写し等を添付し、償却資産申告書の備考欄に特例対象資産がある旨を記載してください。
